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〔Ⅰ〕       会社の機関



                                   １．定時株主総会(商法２３４)

                                   ２．計算書類の承認(商法２８３)

                                   ３．取締役、監査役の選任(商法２５４)

                                   ４．臨時株主総会(商法２３５)

                              ５．決議方法(商法２３９)







     １．業務執行(商法２６０) 

     ２．決議方法(商法２６０ノ２) 

                                                 １．取締役職務の監査報告(商法２７４、２７５) 

                                                 ２．取締役行為の差止め(商法２７５ノ２) 

          ↓
· ヒト→従業員(雇用契約) → 採用、配置、賃金、解雇
· モノ→仕入(製造)及び販売(ｻｰﾋﾞｽの提供)

· カネ→支払と回収、および調達(借入)







  〔Ⅱ〕       法人の管理業務
    (１)会社の機関の全体






    (２)株主総会

   決議

       ①普通決議

         特別の要件が法律又は定款に定められていない場合の決議で、発行済株式総数の過半

         数にあたる株主が出席し(定足数)、その出席株主の議決権の過半数をもって決する。

         定足数は定款をもって変容してさしつかえない。

             ア．決算報告書承認の定時株主総会

             イ．取締役及び監査役選任の臨時株主総会 (司法書士登記手続)

       ②特別決議

         特定の重要事項の決議は、発行済株式総数の過半数にあたる株式を有する株主が出席

         し(定足数)、その出席株主の議決権の三分の二以上にあたる多数をもって決する。

         定足数自体は普通決議と同じだが、定款をもってもこれを絶対に排除･緩和できず、

         又多数決の要件も厳重である。

             ウ．定款変更の臨時株主総会 (司法書士登記手続)

             エ．取締役及び監査役解任の臨時株主総会 (司法書士登記手続)

             オ．新株発行の臨時株主総会 (司法書士登記手続)

       ③特殊の決議

           特別決議以上に厳重で、出欠席を問わず、発行済株式総数の三分の二以上の多数の

           賛成を要する場合もある。又総株主の過半数で、発行済株式総数の三分の二以上の

           多数の賛成を要する場合もある。

             カ．競業避止義務承認の臨時株主総会

             キ．違法利益配当・違反利益供与の取締役責任免除の臨時株主総会

        上記 ア．～ キ．いずれの場合も株主総会議事録の作成が必要となる。

       ア．決算報告書承認の定時株主総会議事録

第○○回定時株主総会議事録

           平成○○年○○月○○日午前○○時○○分、当会社本店かいぎしつにおい

         て、定時株主総会を開催した。

           定刻に、定款の規定により、代表取締役○○○○○が議長席につき、開会

         を宣し、次のとおり定足数にたる株主の出席があったので、本総会は適法に

         成立した旨を告げた。

               議決権のある株主総数                         ○○名

               議決権のある発行済株式総数                   ○○株

               本日の出席株主数（委任状による者を含む）     ○○名

               この議決権のある持株総数                     ○○株

           議    案  決算報告書承認の件

           議長は、営業報告書の内容を詳細に報告し、当期（平成○○年○○月○○日

         から平成○○年○○月○○日まで）の決算に関する次の書類について説明した

         のち、監査役の報告を求めた。

           監査役○○○○○は、次の書類を綿密に調査したところ、いずれも正確かつ

         適法であることを認めた旨を報告した。

           議長が第１号議案について審議を求めたところ、別段の異議なく、満場一致

         をもってこれに賛成した。

           よって、議長は、第１号議案は原案のとおり承認可決された旨を宣した。

1． 貸借対照表

2． 損益計算書

3． 利益金処分案

           以上をもって本日の議事が終了したので、議長は午前○○時○○分閉会を宣

         した。

           以上の決議を明確にするため、本議事録を作成し、議長及び出席取締役が次

         に記名押印する。

             平成○○年○○月○○日

             ○○○○○○株式会社定時株主総会

議長    代表取締役     ○○○○○

        出席取締役     ○○○○○

        出席取締役     ○○○○○

       イ．取締役及び監査役選任の臨時株主総会

第○○回臨時株主総会議事録

           平成○○年○○月○○日午前○○時○○分、当会社本店かいぎしつにおい

         て、臨時株主総会を開催した。

           定刻に、定款の規定により、代表取締役○○○○○が議長席につき、開会

         を宣し、次のとおり定足数にたる株主の出席があったので、本総会は適法に

         成立した旨を告げた。

               議決権のある株主総数                         ○○名

               議決権のある発行済株式総数                   ○○株

               本日の出席株主数（委任状による者を含む）     ○○名

               この議決権のある持株総数                     ○○株

           議    案  取締役及び監査役の辞任による改選の件

           議長は、取締役及び監査役の全員が平成○○年○○月○○日辞任したので、

         その後任者を選任する必要がある旨を述べ、その選任方法を議場に諮った。

           出席株主の中より議長の指名に一任したい旨の発言があり、その賛否を諮っ

         たところ、一同これに賛成した。

           議長は、次の者を指名し、その承認を求めたところ、満場一致をもってこれ

         を承認した。

           よって、議長は、次のとおり選任することに可決された旨を宣した。

取締役  ○○○○○

取締役  ○○○○○

取締役  ○○○○○

監査役  ○○○○○

           なお、被選任者は、いずれもその就任を承諾した。

           以上をもって本日の議事が終了したので、議長は午前○○時○○分閉会を宣

         した。

           以上の決議を明確にするため、本議事録を作成し、議長及び出席取締役が次

         に記名押印する。

             平成○○年○○月○○日

             ○○○○○○株式会社定時株主総会

議長    代表取締役     ○○○○○

        出席取締役     ○○○○○

        出席取締役     ○○○○○

    (３)取締役会

                                       
[image: image1.wmf]

                   代表取締役     → 社長・副社長          業務執行の                 

取締役会の構成     業務担当取締役 → 専務・常務            意思決定                

   ↓              平取締役       →                →  （監視業務）
業務執行機関                             ↓
   ↓ 
①取締役の職務
 (業務執行の意思決定)

     商法・定款・株主総会に基づいて会社の経営を行う。
取締役会は、取締役の過半数が出席し、出席取締役の過半数の同意をもって
業務執行の意思を決定します。(商法２００条２－１)

②取締役の義務
                                                                         

          取締役         委任                 会 社                                                                    

                         ↓                                              

             ↓           (商法２５４条３) 忠実義務                                               

                                           商法・定款等を遵守し忠実に職務を遂行                                      

          受任者                           する義務を負う。
        （民法６４４条） 

          委任の本旨に従い善良なる管理者の注意義務をもって
          職務を遂行する義務を負う。
③取締役の責任   

 取締役は職務を遂行するためには、義務を負い怠ると責任が生じます。
すなわち、取締役は、定款その他法令を遵守し会社の業務内容・財産状況を正しく把握
しておかなければなりません。

    (４)取締役の義務と責任

 {１}取締役に課されている一般的な義務
1 業務執行の決定への関与
2 業務執行の実行に対する監視義務
3 善管義務と忠実義務         (民法６４４、商法２５４条３)

4 取締役の責任               (商法２６６条)

 {２}取締役の株式総会に関する義務
1 株主総会の形骸化現象       (経営の支配権→取締役会)

2 株主総会の活性化           (商法２３２条の２)

 {３}取締役の競業避止義務
1 競業避止義務の定義         (商法２６４条１項)

2 その必要性                 (商法２６６条１項５号、４項)

3 報告義務                   (競業取引の報告)

 {４}取締役の会社との取引回避義務
1 取締役の自己取引           (商法２６５条１項)

2 取締役会の承認             (財産の譲受、金銭の貸与)

3 自己取引の責任             (会社に対する損害賠償)

 {５}取締役の会社に対する責任
1 取締役の基本的義務         (民法４１５条)

2 取締役の特別責任           (商法２６６条１項)

3 責任の内容                 (商法２６６条２項、３項)

 {６}取締役の第三者に対する責任
1 民法上の責任               (民法７０９条)

2 商法上の責任               (商法２６６条の３)

3 商法上の責任の具体例       ⓐ手形の乱発 ⓑ詐欺 ⓒ放漫経営 ⓓ横領                        

                               ⓔ監視義務違反 

4 書類の虚偽記載             (商法２８１条１項)

5 責任を負う取締役           (商法２６６条の３の３項、266条2項)

 {７}取締役の刑事責任
1 刑罰による制裁             (商法４８６条、～４９２条)

       ②  過料による制裁             (商法４９８条)                                         
〔Ⅲ〕       財務諸表の見方
(１)財務諸表とは
財務諸表とは、企業活動の計算結果を利害関係者に報告する目的をもって作成される各種の計算書をいう。
その具体的内容は、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書等をいう。

            企業       企業内容の開示      利害関係者           

(２)財務諸表が作成されるまで
取引     

                              貸借対照表 (剰余金)
 ⇒  伝票    →  試算表 → 決算手続き  →  財務諸表   損益計算書 (当期利益)

       ↓           ↓         ↓               ↓    利益処分計算書(当期未処分利益) 

        ①入金伝票   ①一年分      ①残高確認       ①一定期間の営業成績(Ｐ／Ｌ)

        ②出金伝票   (12ヶ月分)    ②費用収益       ②一定時点の財政状態(Ｂ／Ｓ)

        ③振替伝票   ②利益予測      の期間対応     

                                   ③税額計算       

(３)財務諸表の分析
    ①制度会計  Ｂ／Ｓ→総資産と自己資本、他人資本 

                        自己資本と剰余金
                        納税資金
                Ｐ／Ｌ→経常利益と減価償却額   

                        当期未処分利益
    ②税務会計  当期利益→所得→税額
                国 税   法人税(直接税)

                        消費税(間接税)

                地方税  事業税
                        住民税
    ③管理会計   納税準備資金    法人税 →所得×５０％
                                 所得税 →源泉所得税
                                 住民税 →特別徴収
                                 固定資産税
〔Ⅳ〕       貸借対照表（B/S）とは

 貸借対照表とは企業の一定時点における財政状態を表示する財務諸表。 

                        バランスシート （Ｂ／Ｓ）と呼ばれています。

                    Ｂ／Ｓ（貸借対照表）
              （借方）       平成○年8月31日         （貸方）
	   資産               

· 金銭
· 物品
· 債権
（回収権）
	
	   負債
· 債務
（支払義務）

	
	資本

	
	

	
	


                                    

        

   貸借対照表は集めた資金を(貸方側)をどのように運用したか(借方側)を表示しそれは一定の時点における企業の財政状態を表示します。
又、資本の部は資本金と共に創立から現在に至る累積としての企業実績が剰余金又は欠損金として表示されます。
〔Ⅴ〕       損益計算書（P/L）とは
損益計算書とは企業の営業活動の結果、いかなる利益が計算されたかを示す財務諸表。
  プロフィットｱﾝﾄﾞロス(Ｐ／Ｌ)と呼ばれています。
  各段階の利益と内容を示すと下記の通りです。
        Ｐ／Ｌ                             （千円）
I. 売上高                        30,000

II. 売上原価
        期首棚卸     2,000            

            当期仕入高  19,000         

                    21,000

        期末棚卸高   3,000        18,000

       [売上総利益]         ①     12,000              一般的に粗利と言われる
III. 販売費一般管理費              10,000

       [営業利益]           ②      2,000              主たる営業活動上の利益
IV. 営業外収益                       300

V. 営業外費用                       500

       [経常利益]           ③      1,800              発生が常に期待される利益
VI. 特別利益                         100

VII. 特別損失                         300

    税引前当期利益          ④      1,600             税引前の当期利益
    法人税住民税等                  1,000

       [当期利益]           ⑤        600             税引後の当期利益
    前期繰越利益            ⑥      1,400             前期までの内部留保
             [当期未処分利益]          ⑦      2,000             当期の内部留保
〔Ⅵ〕       財務諸表分析
    (１)財務諸表入門


       


      




 ⑦図解












1 当期利益＝期末資本－期首資本
2 当期利益＝  収益   － 費用
3 自己資本比率の改善度
上図の解説
簿記会計上 資産・負債・資本・費用・収益を簿記の五大要素といい、この五つの要素が変動することを取引といいます。
1 すなわち会社(法人)が、営業活動を行うことによって発生した取引について伝票(入金・出金・振替)を起票することが簿記一巡の手続きの出発点なのです。
2 簿記は一取引につき必ず貸借が平均するように起票するのが約束事項ですからそれを試算表
(仕訳計)を作成することによって貸借平均を検証(ＴｒｉａｌＢａｌａｎｃｅ:T/B)していく訳です。
3 試算表が１２ヶ月分(１年分)集計されたところで決算手続きに入ります。ここでは例えば在庫・          減価償却・貸倒引当金・賞与引当金・発生主義という観点からの売上・仕入の追加計上並びに繰延見越し計上(未払費用、未収収益、前払費用、前受収益)等の調整を行います。
4 その結果決算書といわれる財務諸表すなわち貸借対照表(B/S)損益計算書(P/L)利益処分計算書
(S/S)等を作成致します。
5 上記P/Lより当期利益が表示される訳ですが、これを法人税の課税標準である所得金額に税務調整するのが別表一(一)～十六(五)の作成です。
6 算出された所得を基準として法人税、事業税、住民税等が計算され又売上高等より計算された課税売上高から消費税が計算されます。
7 以上のことから図解⑦に表示したようにこの簿記一巡の手続きは、企業の営業活動の結果、財政状態及び営業成績がどのような推移をしたかを物語っています。
すなわち期首B/Sに表示された財政状態を出発点としての期中のP/Lに表示された営業活動を行なった結果その財政状態は期末B/Sに表示される状態になったことを物語っているのです。
 従って財務諸表は(F/S)は、一期間のP/LとB/Sとを読むのではなく一連の流れとして毎期継続的に読むことが正しい企業の財務状況を捉える方法ということになります。
    (２)財務諸表の読み方
B/S(貸借対照表)とP/L(損益計算表)の読み方について解説致します。
両者の関係を説明してみたいと思います。
B／Ｓは、資金繰りの面から見れば次の様に図解できます。
                                    B／Ｓ

                                                              資金の源泉







すなわちB／Ｓの貸方側は、企業が営業活動上必要な資金を自分自ら(自己資本)拠出したのか、又は他人からの借金によっているのか(他人資本)とに二分されるのです。
そして他人資本と自己資本を合わせて総資本と呼び、これはB／Ｓ借方側の総資産の額とバランスしているのです。
そしてこの総資産は集めた資金の運用形態すなわち資金をどのように投下したかを物語っているのです。従ってこの自己資本と他人資本の比較が重要です。
自己資本比率は、自己資本／総資本×１００で表示され第１目標はこれが５０％を超えることです。
何故なら返済を伴わない自己資本の方が返済を伴う他人資本より大きいことが企業の資金繰りの観点からより望ましいといえるからです。
自己資本比率が５０％を超えることが、不況抵抗力を増すなどといわれます。企業の体質が借金体質でないといわれるためには、自己資本＞他人資本がクリアされなければなりません。
又、当面の資金繰りという見方からは流動比率も重要です。これは流動資産／流動資産×１００で表わされる比率で２００％が理想とされていますが当面は１００％を超えること、すなわち当面の支出(流動負債の合計)より現金預金、売掛金、棚卸資産等の流動資産の合計が超える事が先ず第１条件となるからです。
現金預金以外は支払手段として１００％あてに出来ない場合があるので２００％つまり評価が１／２になっても支払い可能な状態を流動比率２００％に目標設定しているのです。この２つの自己資本比率と流動比率を分析しながら企業の過去から現在に至るトータルの実績として資本の部をながめてください。
過去からのトータルの実績で営業成績がプラスであれば剰余金もプラスと出ています。
マイナスの場合は、欠損金と表示されます。
この欠損金が資本金を上回った状態は負債総額が上回った状態すなわち債務超過の状態なのです。
なぜなら資産＝負債＋資本より導き出される
        資産－負債＝資本がマイナスに
なる状態が欠損金＞資本金の状態だからです。
すなわち資本の部＝資本金＋剰余金で表示されるわけです。
このB／Ｓの数値はP／Ｌの結果を受けて引き継がれた残高なのです。
P／Ｌにおいては経常利益率＝経常利益／売上高×１００がすなわち経常利益率２％を目標として毎期積重ねられた営業成績はB／Ｓ資本の部の内容に引き継がれる結果としての財務状態に表現されるという関係なのです。
従ってB／ＳとP／Ｌとの関係は、期首B／Ｓに表示されている財務状態から出発し、P／Ｌに表示された営業活動を行った結果その財政状態は期末B／Ｓのように変化したと捉えるのがB／ＳとP／Ｌの正しい見方なのです。
〔Ⅶ〕       パソコン会計入門
(１)パソコンについて

①パソコンとは
    パソコンはパーソナルコンピューター（Personal Computer）の略で本体に内蔵されているCPU（中央演算処理装置）により入力・演算・記憶・制御・出力の五大機能を発揮することにより行う処理手法（ＯＳ：Operation System）をいいます。
    従って、パソコンは個人専用のコンピューターでＴＶやクーラー等の家電に内蔵するマイコン（Microcomputer）とオフィスで使われる専用機としてのオフコン（Office Computer）の中間に位置するものといえます。
②パソコンのしくみ
    パソコンはハードウエア（Hardware）とソフトウエア（Software）つまりハードとソフトにより機能します。
    CPU・記憶装置・入力装置等をハードといい、OSを含むプログラムの全体をソフトと呼びます。
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· ＯＳ
    ＭＳ－ＤＯＳ          Windows９８           WindowsＮＴ
· アプリケーションソフト（Application Software）
       ワープロソフト・表計算ソフト・データベースソフト等が市販され 

       ている。（Ｅｘ ＭＳ－Ｏｆｆｉｃｅ Ｐｒｏ）
      （Word，Excel、PowerPoint、Schedule、Access）
(２)パソコン会計処理のながれ

                ①伝票            入金伝票

                                  出金伝票

                                  振替伝票

                ②集計表          売掛金集計表

                                  買掛金集計表

                ③預金            普通預金通帳コピー

 ア．財務                         当座預金照合表コピー

 入力業務                         その他預金入出金時計算書       財務入力    残高照合

                ④領収書          領収書

                                  納付書

                ⑤明細書          借入金明細書                           財務諸表出力

                                  車両購入明細書

                                  賃借料明細書

                ⑥その他          給与一覧表

                                  納品書

                                  請求書

 イ．給与       ①給与計算        毎月

 計算業務       ②給与一覧表       上期    １月～６月   (７月１０日源泉納付期限)

                                   下期    ７月～１２月 (１月２０日源泉納付期限)

                ③年末調整        １月２０日までに完了  合計表・法定調書

 ウ．税務       ①決算整理仕訳  ＊売上高 (売掛金)・仕入高 (買掛金)

 申告業務                         の発生主義からのチェック

· 在庫 (期末棚卸高) の確定

· 銀行残高証明書 (預金・借入金)

· 減価償却費の計算 (資産ファイル)

· 貸倒引当金の計上 (別表十一の一)

· 経過勘定項目

                ②勘定科目内訳書

                ③法人の事業概況書

                ④消費税申告書

                ⑤地方税申告書 (事業税・住民税)

                ⑥法人税申告書 (別表一の一 ～ 十六)

(３)会計事務所と顧問先の業務内容の分担

   ＊基本的には、前項 ア．財務入力業務を顧問先が担当し、イ．給与計算業務・ウ．税務申告 

     業務を会計事務所が担当します。

   ＊上記の機能的一体としてのパソコンの購入価格が取得原価となります。

                   ①１０万円未満                   一括損金算入

     取得価格      ②１０万円以上～２０万円未満     一括償却資産として３年均等償却

                   ③２０万円以上                   資産の耐用年数に応じて償却

  ＊又、平成11年4月1日から平成12年3月31日までの間に取得した新品のパソコン本体

    (取得価格100万未満まで)については、供用事業年度において、普通償却限度額を超える

    部分の金額が特別償却として認められます。

   ＊詳しい情報については、倉重会計ホームページを参照してください。

         倉重会計ホームページアドレス

         http://www.ask.ne.jp/～kurasige/

         又は、

         http:/kaikei.to/kurasige/
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